




中 川  譲 
 
Abstract. In Japanese, the word “kontentsu” (derived from “contents”) often refers to 
information regarding manga, anime, videogame, or other information properties, mainly pop 
culture content. It is a narrowed usage of English concept of “content”. In this article, it is 
investigated how the executive branches in Japan accept the concept and apply it to the 
Japanese policy in 2000s. Judicial definition of this concept in 2004 is also argued referring 
to the copyright act and the intellectual property act. Then, it is statistically analyzed how the 
English word “content” was introduced into Japanese society from 1990s to 2000s using 
newspaper articles, and the usage of the word “kontentsu” will be shown to be categorized in 
three ways. Finally, it is pointed out that Japanese people are using the word “kontentsu” 

































































2000 年 9 月、当時の内閣総理大臣森喜朗は第 150 回所信表明演説を行った。その中では、「利便
と楽しみを得られるような情報の中味」の意として「コンテンツ」を用いた。同 2000 年 11 月に、同じく官
邸主導で取りまとめられた『IT 基本計画』6 においては、「情報の内容、中身。特に静止画や動画、音
声等の素材を表す」と定義され、「コンテンツ・クリエイター」や「コンテンツ取引」などの用語も登場して




「コンテンツ」の意味内容が特殊化していくという方向性は、2003 年 5 月に発足した内閣の知的財


































































ツ」の 3 者は、 
 


















出は、1992 年 4 月 24 日付けの日経産業新聞において、アップルコンピュータの日本法人社長の講
演が、以下のように紹介された記事であると考えられる。 
 
















古の記事は 1994 年であり、同年には週刊誌における 2 例しか用例がない。しかしながら、1995 年は 7













かの割合の 2 つを示したグラフが、以下の表 1 である。注釈には、①「コンテンツ」という語の直後に丸
括弧を用いて日本語で意味を説明しているもの 12、②日本語の文言に丸括弧を続けて「コンテンツ」
と記しているもの 13、③「A などのコンテンツ」といった文面で、A が「コンテンツ」の部分集合であるか




表 1. 記事件数と注釈挿入率 
75 
 
表 3. 内容・中身以外を意味する注釈の割合の変化 
1994～1995 年の記事数は合計で 8 件しかなく、注釈が入らなかった記事は書籍タイトルの引用として
の用例 1 例のみだが、1996 年以後は用例も 26 件、46 件、73 件と年々増え続け、一方注釈を用いて
いるケースはそれに反比例するように減少し、2007 年以後には 1～2％台となっている。 
以上のデータから、「コンテンツ」という語は、 
① 1990 年代半ばに登場 
② 1990 年代後半に普及 












たは「中身」とした意味を付与している注釈は、415 件中 299 件で
あった。 




に腹を代えられない（1997 年 5 月 15 日）」や、「スポーツ界からの
コンテンツ（番組）獲得競争の第一歩（1997 年 5 月 15 日）」など、
特定のテレビプログラムや作品を指す言葉として「コンテンツ」を









 注釈語句 件数 
1 情報の中身 96 
2 情報の内容 62 
3 情報内容 49 
4 番組 39 
5 内容 33 
6 番組内容 11 
7 中身 9 
8 放送内容 6 
9 番組の内容 6 
10 情報 6 
11 表示内容 4 
12 番組の中身 4 
13 情報の素材 4 
14 情報素材 3 
15 作品 3 
表 2. 注釈語句の上位 15 件 
76 
 











聞記事が 1990 年代後半から 2000 年代の時代的特性を反映していることが伺える。 
 
 



















体の約 2/3 がこの注釈を付けられていた。2 つ目は、コンテンツ促進法での狭義の意味合い、例えば
「番組」や「作品」といった意味である。この意味合いでの用法が、近年は概ね増加傾向であるという
のも、3.3 で検討したとおりである。そして「コンテンツ」には、もう 1 つ、この前二者のどちらにも該当し
ないものがあり、朝日新聞の記事中から幾つも挙げることが出来る。 
例えば、2000 年 11 月 6 日発行のアエラに、「女子アナは局にとって最大のコンテンツ(p.63)」という
文言が登場する。この場合の女子アナは、「内容」とも「作品」とも考えることができず、強いて言えば
「売りになる物」というような意味で用いられており、先の前二者の意味に該当するとは考えにくい。同
様のケースは幾つか散見でき、例えば 2004 年 8 月 4 日の 27 面では、ある格闘技番組を放送会社に
とっての「最大のコンテンツ」としている。これらは恐らく、広く人気を博する情報や番組という意味の
「キラー・コンテンツ」の略称として用いられているものと考えられる。「（弱いプロ野球チームに）コンテ













田中辰雄は 2005 年に「エンターテイメント系の情報財」と「コンテンツ」を定義している 15。すなわち、
「コンテンツ」は情報財の部分集合であるという。そして、情報財については、Hal R. Varian が、
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